
４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑
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☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和6年9月

令和 5年度

放課後子ども教室運営事業 30520100

放課後子ども教室事業の実施

6 青少年の健全育成

52 小学生の放課後の居場所づくりの推進

主要な事務事業 平成19年度 ～

子ども家庭部 児童青少年課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

新・放課後子ども総合プラン、府中市放課後子ども教室実施要綱

該当なし 該当なし

市内在住の小学生

学童クラブ運営事業と連携し、希望する全ての児童に安心安全な放課後の居場所を提供する。

平成19年に3つの小学校で先行実施し、平成2年度より22の全市立小学校に拡大した。
青少年健全育成を目的とするNPO等の団体に運営を委託し、小学校の余裕教室や校庭、体育館等を活用して、学校敷地内で放課後等の安心安全
な居場所を提供している。対象は、市内に住所のある児童1～6年生で、参加料は無料。（年間800円の保険料の負担あり）
地域の方々の参画を得て、地域全体で子どもたちを育む体制づくりを目指す目的で実施されているため、学校・家庭・地域の方を構成員とした
、各小学校単位で設置する放課後子ども教室実行委員会において、放課後子ども教室事業への意見聴取や地域の子どもたちを対象とするイベン
トの実施等を行っている。

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①平均参加児童数

27.9

人

26 27 28 30 30

25.6 26.6 - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □

学校により参加者数の増減はあるが、概ね計画通りとなっている。

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

169,015,000 165,828,000 167,006,000 182,765,000 0 0

0 0 0 0 0 0

66,455,000 67,526,000 69,115,000 70,525,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 4,000,000 0 0

102,560,000 98,302,000 97,891,000 108,240,000 0 0

169,015,000 165,828,000 167,006,000 0 0 0

161,559,579 159,101,012 155,602,093 0 0 0

0 0 0 0 0 0

59,595,000 63,440,000 67,217,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

101,964,579 95,661,012 88,385,093 0 0 0

95.6% 95.9% 93.2% 0.0% 0.0% 0.0%

1.90 0.70 0.70

14,886,133 5,655,178 5,585,294

0 0 0

0 0 0

22,127 9,165 5,816

176,467,839 164,765,355 161,193,203 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

放課後子ども教室運営事業

- 2 -

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） B　現状のまま継続

▽放課後子ども教室延べ参加人数
　129,304人
▽放課後子ども教室登録児童数
　3,836人
▽放課後子ども教室開催日数
　5,059日

▽放課後こども教室と学童クラブの連携に関して、新型コロナウイルス感染症
の影響により、合同イベント等は中止としたが、日常の活動内で情報交換や連
携につとめた。
▽新型コロナウィルス感染拡大防止対策を講じながら、事業運営を行うことが
できた。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

▽学童クラブと放課後子ども教室の一体的運営を見据え、令和4年度中に予定
していた放課後子ども教室運営事業者選定を一年後ろ倒しし、令和5年度中に
行う。

▽子ども・子育て審議会放課後対策事業専門部会での検討内容をもとに、学童
クラブと放課後子ども教室の一体的運営を見据え、運営事業者の選定準備を進
める。

R 5年度実績（Do） R 5年度評価（Check） B　現状のまま継続

▽放課後子ども教室延べ参加人数　　１３４，５４０人　
▽放課後子ども教室登録児童数　　　３，７７５人
▽放課後子ども教室開催日数　　　　延５，０６１日

▽放課後子ども教室を放課後や学校の長期休業期間中に、学校施設を活用して
実施したことで、子どもたちに安心で健やかな居場所を提供することができた
。
▽放課後子ども教室運営事業者選定については、学童クラブ及び放課後子ども
教室の安定的な運営に向け、情報共有や連携体制の強化を図る必要があること
や学童クラブ改築の進捗に併せ、業者選定のタイミングを同時期で進めていく
こととしたため、令和５年度は実施しなかった。

□ □ □ R 5年度評価に基づく見直し（Action）

R 6年度の具体的な取組（Plan） R 6年度の方向性（Plan）

▽放課後子ども教室の利用促進のため、保護者が自己負担している傷害保険料
を市が負担する。

▽引き続き、放課後子ども教室を市立小学校全校で実施し、放課後や学校の長
期休業期間中に、学校施設等を利用して児童が過ごすことのできる場所を提供
する。

R 7年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

放課後子ども教室事業については、利用者アンケートの
結果からも現状のまま継続しつつ、学童クラブとの一体
的運営及び連携について引き続き検討を行う。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

放課後子ども教室運営事業

- 3 -

R 5年度 R 6年度R 5年度 R 6年度

1 01 50 30 10 1536000 放課後子ども教室事業費 167,006,000 155,602,093 182,765,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 167,006,000 155,602,093 182,765,000



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑
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☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑
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令和6年9月

令和 5年度

学童クラブ運営事業 30520200

保護者の就労等の理由で、小学校の放課後の児童に保護者による監護が受けられない小学生の安全・安心な居場所を提供する事業。

6 青少年の健全育成

52 小学生の放課後の居場所づくりの推進

主要な事務事業 平成 2年度 ～

子ども家庭部 児童青少年課

法定事業

市に事業見直しの裁量あり

児童福祉法、子ども・子育て支援法、府中市学童クラブ条例等

該当なし 該当なし

小学生

関連事業である放課後子ども教室事業と連携しながら、学童クラブの利用を希望する児童ができるだけ全て安全・安心に利用できる事業として
実施する。

・在住の児童が小学校の放課後及び長期休業期間中に過ごす環境として、安全・安心に生活できる施設を運営する。
・児童が安全に生き生きと過ごすことができる環境を整備するために、放課後児童支援員として適切な人材を確保し、継続的な研修等により児
童の育成の質を担保・向上させる。
・官民連携等の手法を活用し、時代に合った学童クラブの運営のあり方を検討し、効率的な運営を推進する。
・施設の老朽化や狭あい化の解消のために、小学校改築に伴う合築や分館の設置等により適切な育成環境を整備する。
・関連事業である放課後子ども教室とより連携し、一体的な運営を推進する。

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①
安全・安心に放課後を過ご
せていると感じる保護者の
割合

69

%

80 80 80 80 80

78.05 93 - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □

令和3年度から学童クラブの運営を一部委託した結果、開館時間の延長及び安定的な人材確保策をとることができた結果ととらえ
ている。今後引き続き利用児童やその保護者の満足度向上に取り組む。

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

907,302,000 921,737,000 1,089,195,000 1,168,859,000 0 0

96,067,000 147,473,000 151,842,000 169,354,000 0 0

156,860,000 212,551,000 228,020,000 244,771,000 0 0

0 56,700,000 29,800,000 114,200,000 0 0

343,790,000 248,063,000 385,308,000 321,785,000 0 0

310,585,000 256,950,000 294,225,000 318,749,000 0 0

867,385,000 927,003,000 1,051,996,000 0 0 0

838,417,411 910,489,455 1,018,408,813 0 0 0

164,672,400 148,878,200 150,434,000 0 0 0

203,717,000 172,101,000 193,875,680 0 0 0

0 26,300,000 19,400,000 0 0 0

173,629,700 240,059,600 345,701,700 0 0 0

296,398,311 323,150,655 308,997,433 0 0 0

96.7% 98.2% 96.8% 0.0% 0.0% 0.0%

14.20 15.90 17.90

111,254,259 128,453,318 142,823,939

36 35 35

116,952,912 113,322,125 112,865,270

584,633 666,573 439,537

1,067,209,215 1,152,931,471 1,274,537,559 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

学童クラブ運営事業

- 2 -

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） B　現状のまま継続

▽市と委託事業者の指導員が意見交換や育成の現場を訪問する等して、育成の
質の向上や均質化に努められた結果、前年度と比較して高い満足度を得られた
。
▽特に施設の狭あい化が高い第五学童クラブについて、令和６年度中に分館と
して活用する予定の仮設建築物設置のための外構解体工事及び仮設建築物設計
事業を進めた。

▽安定して安全安心の育成環境を整備するための取組を進めることができた。
▽狭あい化解消の取組の一つとして第五学童クラブ分館設置の取組を進めるこ
とができた。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

▽引き続き直営・委託館の職員同士の交流や意見交換等を通じ、育成環境や育
成の質の均質化、向上に努める。
▽第五学童クラブ分館設置による狭あい化解消の取組と並行して、他の館にお
いても狭あい化が高まっている状況があり、各館における具体的な取組を検討
する。
▽医療的ケア児の受け入れ体制を整備する。

▽学童クラブを利用する全ての児童が、安全安心な放課後環境を過ごせるよう
に、あらゆる面における育成環境の整備に取り組む。

R 5年度実績（Do） R 5年度評価（Check） B　現状のまま継続

▽市と委託事業者の指導員が意見交換や育成の現場を訪問する等して、育成の
質の向上や均質化に努められた結果、前年度同様、高い満足度を得られた。
▽施設の狭あい化が高い第五学童クラブについて、分館を新設することにより
、この解消に努めた。また、狭あい化が高い他の施設においても、学校の特別
教室等を借用し、活用させてもらうことで、狭あい化の解消に努めた。
▽看護師等が医療的ケア児の状況に応じた支援を行うことで、安全に配慮した
育成環境を提供した。

▽安定して安全安心の育成環境を整備するための取組を進めることができた。
▽施設整備や、放課後等の時間帯に特別教室を借用し、活用させてもらうこと
により、施設の狭あい化解消に努めた。
▽医療的ケア児の状況に応じた支援を行うことで、安全に配慮した育成環境を
提供することができた。

□ □ □ R 5年度評価に基づく見直し（Action）

R 6年度の具体的な取組（Plan） R 6年度の方向性（Plan）

▽引き続き直営・委託館の職員同士の交流や意見交換等を通じ、育成環境や育
成の質の均質化、向上に努める。
▽狭あい化が高まっている施設において、学校施設を活用させてもらうことに
より、この解消に努める。

▽学童クラブを利用する全ての児童が、安全安心な放課後環境を過ごせるよう
に、あらゆる面における育成環境の整備に取り組む。

R 7年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

就業等により放課後の時間帯に保護者が監護できない児
童の数が増加しているため、入会児童数が高止まりして
いる。引き続き安全安心な放課後環境の整備を推進する
必要がある。施設の狭あい化及び老朽化対策の課題解決
のため、学校施設の改築にあわせて規模の最適化を進め
るとともに、学校施設や近隣の公共施設等の借用、また
民間活力の活用等の検討に取り組む



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

学童クラブ運営事業

- 3 -

R 5年度 R 6年度R 5年度 R 6年度

1 01 15 10 20 0613000 学童クラブ間食費 22,940,000 24,699,050 24,560,000

2 01 15 10 20 0614910 学童クラブ管理運営費　業務運営委託料 491,754,000 507,606,840 514,433,000

3 01 15 10 20 0615000 学童クラブ管理運営費　管理委託料 24,953,000 24,306,937 4,225,000

4 01 15 10 20 0615001 学童クラブ管理運営費　管理委託料（債務負担行為解消分
）

35,678,000

5 01 15 10 20 0616000 学童クラブ管理運営費　光熱水費及び燃料費 18,126,000 14,349,128 17,542,000

6 01 15 10 20 0616500 学童クラブ整備事業費　初度備品等購入費 6,300,000

7 01 15 10 20 0617000 学童クラブ管理運営費　諸経費 158,591,000 132,223,955 194,468,000

8 01 15 10 20 0617001 学童クラブ管理運営費　諸経費（債務負担行為解消分） 28,791,000 28,790,640 12,913,000

9 01 15 10 20 0617005 学童クラブ管理運営費　諸経費 187,462,000 143,462,000

10 01 15 10 20 0622300 学童クラブ整備事業費　調査委託料 1,030,000 940,500

11 01 15 10 20 0623000 学童クラブ整備事業費　給排水衛生設備改修工事費 8,190,000 7,865,000

12 01 15 10 20 0633020 学童クラブ整備事業費　埋蔵文化財発掘調査委託料 5,000,000 4,997,763

13 01 15 10 20 0633040 学童クラブ整備事業費　諸経費 2,240,000 1,980,000 480,000

14 01 15 10 22 0634250 第三学童クラブ改築事業費　監理委託料 3,250,000 3,108,000

15 01 15 10 22 0634252 第三学童クラブ改築事業費　監理委託料（債務負担行為解
消分）

3,212,000

16 01 15 10 22 0634260 第三学童クラブ改築事業費　改築工事費 77,940,000 69,810,000

17 01 15 10 22 0634262 第三学童クラブ改築事業費　改築工事費（債務負担行為解
消分）

176,603,000

18 01 15 10 22 0634270 第三学童クラブ改築事業費　初度備品等購入費 6,900,000

19 01 15 10 22 0634280 第三学童クラブ改築事業費　諸経費 4,500,000

20 01 15 10 22 0634300 第六学童クラブ改築事業費　監理委託料 1,468,000 1,429,000

21 01 15 10 22 0634302 第六学童クラブ改築事業費　監理委託料（債務負担行為解
消分）

2,924,000

22 01 15 10 22 0634310 第六学童クラブ改築事業費　改築工事費 57,460,000 52,840,000

23 01 15 10 22 0634312 第六学童クラブ改築事業費　改築工事費（債務負担行為解
消分）

153,711,000

24 01 15 10 22 0634320 第六学童クラブ改築事業費　初度備品等購入費 6,600,000

25 01 15 10 22 0634330 第六学童クラブ改築事業費　諸経費 3,810,000

26

27

28

29

30

合 計 1,089,195,000 1,018,408,813 1,168,859,000



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑
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☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和6年9月

令和 5年度

成人の日記念青年のつどい運営事業 30530100

成人の日記念青年のつどいの開催

6 青少年の健全育成

53 青少年健全育成活動の推進

その他の事務事業  ～

子ども家庭部 児童青少年課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

国民の祝日に関する法律

該当なし 該当なし

20歳の青年

大人になったことを自覚し、社会の一員として自ら生き抜こうとする青年を祝い励ます。

成人の日を記念し、20歳の青年を対象に、式典、記念ブース等を盛り込んだ成人の日記念「青年のつどい」を実施する。
実施にあたっては、20歳の青年、青少年対策地区委員会、青少年委員等により組織される実行委員会に委託し、事業の企画・運営を行う。

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①成人の日記念「青年のつど
い」の参加率

68

%

68 68.6 69.3 70 70

64 60 - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □

式典をテレビ及びオンラインで中継を行ったことや隣接する公園に交流の場を設けたことで参加者の分散が図られたために減少し
たと考えられる。

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

3,484,000 5,629,000 5,907,000 6,633,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 2,040,000 240,000 0 0 0

3,484,000 3,589,000 5,667,000 6,633,000 0 0

6,549,000 6,062,000 5,955,000 0 0 0

6,534,530 5,992,399 5,912,453 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

240,000 1,660,000 0 0 0 0

6,294,530 4,332,399 5,912,453 0 0 0

99.8% 98.9% 99.3% 0.0% 0.0% 0.0%

1.60 1.25 1.25

12,535,691 10,098,531 9,973,739

0 0 0

0 0 0

18,633 16,369 10,385

19,088,854 16,107,299 15,896,577 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

成人の日記念青年のつどい運営事業

- 2 -

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） B　現状のまま継続

▽新型コロナウイルス感染症対策として、式典を二部制にして会場で開催した
ほか、式典の模様をテレビ及びオンラインで生中継した。また、市内2カ所の
公園に、式典参加対象者が再会できる「再会スポット」を設置した。
▽開催日　令和5年1月9日
▽市内対象者　2,794人
▽式典参加者　1,782人（午前902人、午後880人）
▽再会スポット参加者　1,223人

▽新型コロナウイルス感染症対策を講じた開催形式として、式典の二部制化、
テレビ及びオンラインでの生中継、再会スポットの設置を行い、多くの対象者
に参加してもらうことができた。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

▽公立学校及び各団体への実行委員の推薦依頼
▽広報等による実行委員の公募
▽新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策の検討
▽実行委員会の開催
▽ポスター、広報等による周知
▽式典参加対象者への招待状の送付
▽式典の開催
▽府中の森芸術劇場の工事に伴う、令和6年度式典実施方法の検討

▽新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策を検討し、成人の日記念青年のつ
どい参加者及び市民の安全を考慮した式典を実施する。
▽実行委員会を組織して、成人の日記念青年のつどいに参加する当事者及び関
係団体の意見を踏まえ、式典の企画及び運営を行う。

R 5年度実績（Do） R 5年度評価（Check） B　現状のまま継続

▽府中の森芸術劇場での式典（二部制）を実施したほか、式典の模様をテレビ
中継及びオンライン配信した。また、都立府中の森公園に再会スポットを設置
し、旧友との再会の場を提供した。
▽開催日　　令和6年1月8日（月・祝）
▽市内対象者　2,726人
▽式典参加者　1,622人（午前753人、午後869人）
▽再会スポット利用者　※延べ人数　2,201人

▽式典では、府中市立中学校の恩師の方々や著名人からのお祝いメッセージ動
画を上映したほか、府中市中学校連合合唱団による合唱を披露をしたことなど
で、多くの式典参加者から好評を得られた。
▽式典当日に再会スポットを設置したことで、多くの対象者に参加してもらう
ことができた。

□ □ □ R 5年度評価に基づく見直し（Action）

R 6年度の具体的な取組（Plan） R 6年度の方向性（Plan）

▽公立学校及び各団体への実行委員の推薦依頼
▽広報等による実行委員の公募
▽実行委員会の開催
▽ポスター、広報等による周知
▽式典参加対象者への招待状の送付
▽府中の森芸術劇場の改修工事に伴う、令和6年度式典実施方法の検討

▽実行委員会を組織して、成人の日記念青年のつどいに参加する当事者及び関
係団体の意見を踏まえ、式典の企画及び運営を行う。

R 7年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

成人の日記念青年のつどいの実施については、大人にな
ったことを自覚し、自ら生き抜こうとする青年を市全体
として祝いはげますため、現状のまま継続する。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

成人の日記念青年のつどい運営事業

- 3 -

R 5年度 R 6年度R 5年度 R 6年度

1 01 15 10 20 0608000 成人の日記念青年のつどい運営費 5,907,000 5,912,453 6,633,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 5,907,000 5,912,453 6,633,000



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑
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☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和6年9月

令和 5年度

青少年委員活動事業 30530200

青少年委員の活動事業

6 青少年の健全育成

53 青少年健全育成活動の推進

その他の事務事業  ～

子ども家庭部 児童青少年課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

府中市青少年委員の設置等に関する規則（委員は市長より委嘱され、非常勤職員）

該当なし 該当なし

青少年の余暇指導及び青少年の育成に直接携わり、かつ、相当な実績のある者（2人以内）

青少年教育の振興を図る。

▽青少年健全育成事業や各種協議会へ委員の派遣を行う。
▽青少年健全育成を目的とした各種イベントの実行委員として、イベントを企画・実施する。
▽市内在住・在学の小学校4年生から高校生までを対象に、リーダーシップの育成や仲間との絆を深めるジュニアリーダー講習会を企画・実施
する。

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①ジュニアリ-ダ-講習会の登
録者数

101

人

104 107 111 113 113

118 80 - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □

前年度末に新規及び継続の募集を行ったが、新型コロナウイルス感染症の影響により、目標値を下回った。

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

5,172,000 4,915,000 5,018,000 6,027,000 0 0

0 0 0 0 0 0

356,000 281,000 190,000 1,036,000 0 0

0 0 0 0 0 0

1,409,000 1,423,000 1,386,000 1,097,000 0 0

3,407,000 3,211,000 3,442,000 3,894,000 0 0

5,172,000 4,915,000 5,241,000 0 0 0

3,194,064 4,429,581 4,790,712 0 0 0

0 0 0 0 0 0

270,000 861,000 737,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0

69,000 219,350 780,350 0 0 0

2,855,064 3,349,231 3,273,362 0 0 0

61.8% 90.1% 91.4% 0.0% 0.0% 0.0%

0.80 0.75 0.75

6,267,846 6,059,119 5,984,243

0 0 0

0 0 0

9,316 9,820 6,231

9,471,226 10,498,520 10,781,186 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

青少年委員活動事業

- 2 -

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） B　現状のまま継続

▽青少年委員　18人（令和4年6月に1人退任、令和5年2月に1人追加委嘱）
▽ジュニアリーダー講習会の実施　7回　参加者　延べ296人
▽青少年の健全育成に係る各種事業への委員の派遣
▽都内及び近隣市と青少年健全育成に関する情報の共有

▽ジュニアリーダー講習会は、新型コロナウイルス感染症等の影響により、一
部中止または内容変更をしつつ、感染症対策を講じて実施することができた。
▽青少年の健全育成に係る事業に、実行委員等として参加した。
▽東京都や多摩地区の青少年委員の会議に出席し、コロナ禍における事業等に
ついて情報共有を行った。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

▽ジュニアリーダー講習会の企画・実施
▽青年のつどい実行委員会への委員派遣
▽ナイトハイク実行委員会への委員派遣
▽東京都青少年委員会連合会・多摩地区青少年委員会連絡協議会への参加

▽新型コロナウイルス感染症対策を前提としたジュニアリーダー講習会の企画
・運営
▽東京都や多摩地区の青少年委員の会議に参加し、コロナ禍における事業等に
ついての情報共有を図る。

R 5年度実績（Do） R 5年度評価（Check） B　現状のまま継続

▽青少年委員　18人
▽ジュニアリーダー講習会の実施　7回　参加者　延べ227人
▽青少年の健全育成に係る各種事業への委員の派遣
▽都内及び近隣市と青少年健全育成に関する情報の共有

▽ジュニアリーダー講習会において、小学４年生以上の児童・生徒を対象に、
リーダーシップや仲間とのきずなを養成するため、キャンプやレクリエーショ
ン活動等を実施した。
▽成人の日記念青年のつどいや青少年体験事業など市主催事業へ協力した。
▽東京都や多摩地区の青少年委員の会議に出席し、青少年の健全育成に係る各
種事業について情報共有を行った。

□ □ □ R 5年度評価に基づく見直し（Action）

R 6年度の具体的な取組（Plan） R 6年度の方向性（Plan）

▽ジュニアリーダー講習会の企画・実施
▽青年のつどい実行委員会への委員派遣
▽ナイトハイク実行委員会への委員派遣
▽東京都青少年委員会連合会・多摩地区青少年委員会連絡協議会への参加

▽ジュニアリーダー講習会において、児童及び生徒の異年齢集団活動や自然体
験活動、レクリエーションなどを通じてリーダーシップを養っていく。

R 7年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

近隣自治体において、青少年委員の広域連携組織から脱
退する動きがあり、本市における青少年委員活動につい
ても一部見直しの余地はあるものの、青少年を取り巻く
様々な環境の変化がある中で、青少年の健全育成に係る
各種事業を促進させていくためには、青少年委員による
活動は必須であるため、現状のまま事業を継続していく
。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

青少年委員活動事業

- 3 -

R 5年度 R 6年度R 5年度 R 6年度

1 01 50 30 10 1520100 青少年委員活動費 4,964,000 4,742,112 5,973,000

2 01 50 30 10 1544000 負担金　東京都青少年委員会連合会 54,000 48,600 54,000

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 5,018,000 4,790,712 6,027,000



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑
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☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和6年9月

令和 5年度

青少年体験活動運営事業 30530300

青少年を対象とした野外活動や体験活動の実施

6 青少年の健全育成

53 青少年健全育成活動の推進

その他の事務事業  ～

子ども家庭部 児童青少年課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

該当なし 該当なし

市内在住・在学の小学生から高校生まで

青少年の健全な成長を促すため、自然体験など青少年の多様な体験活動への参加機会や活動拠点を提供し、人間性豊かな青少年を育成する。

▽ナイトハイク事業　　　参加者の交流や市内の名所を学ぶために市内約10ｋｍを巡るウォーキング
▽デイキャンプ事業　　　屋外での炊事やレクリエーションを中心とした体験活動
▽青少年体験事業　　　　各種体験活動
▽キャンプ訓練場の貸出　キャンプに必要な知識や技術の習得を希望する青少年団体に対する、四谷第四公園内にある青少年キャンプ訓練場の
場所及び用具の貸出

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①
※数値の比較や推移で評価
することがなじまないため
指標の設定は行わない

-

-

- - - - -

- - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

1,121,000 1,054,000 939,000 572,000 0 0

0 0 0 0 0 0

210,000 210,000 214,000 171,000 0 0

0 0 0 0 0 0

214,000 214,000 191,000 100,000 0 0

697,000 630,000 534,000 301,000 0 0

1,121,000 1,054,000 716,000 0 0 0

236,660 673,614 466,551 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 216,000 158,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 98,000 127,000 0 0 0

236,660 359,614 181,551 0 0 0

21.1% 63.9% 65.2% 0.0% 0.0% 0.0%

0.30 0.45 0.45

2,350,442 3,635,471 3,590,546

0 0 0

0 0 0

3,493 5,893 3,738

2,590,595 4,314,978 4,060,835 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

青少年体験活動運営事業

- 2 -

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） B　現状のまま継続

▽ナイトハイク事業　参加者　178人
▽デイキャンプ事業　参加者　36人
▽青少年体験事業　　新型コロナウイルス感染症の影響により中止
▽青少年キャンプ訓練場の使用状況
　場所のみ7件、用具のみ2件

▽新型コロナウイルス感染症対策を行いつつ、一部事業を再開することができ
た。
▽新型コロナウイルス感染症拡大防止のために青少年キャンプ訓練場の使用を
制限したため、使用状況は低迷した。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

▽青少年体験事業の実施
▽青少年キャンプ訓練場の管理

▽新型コロナウイルス感染症対策のもと、各事業を実施する。
▽社会状況の変化等にあわせ、事業の実施方法や手段、あり方について整理・
検討を進める。

R 5年度実績（Do） R 5年度評価（Check） B　現状のまま継続

▽ナイトハイク事業　参加者　144人
▽青少年キャンプ訓練場の貸出・管理

▽府中の歴史や文化を学びながら長距離を歩くナイトハイク事業を実施した。
▽青少年の体験活動を推進するため、青少年キャンプ訓練場の貸出及び管理を
行った。

□ □ □ R 5年度評価に基づく見直し（Action）

R 6年度の具体的な取組（Plan） R 6年度の方向性（Plan）

▽ナイトハイク事業の実施
▽新型コロナウイルス感染症の発生に伴い事業を休止していたレクリーダー事
業の再開
▽青少年キャンプ訓練場の貸出・管理

▽児童、生徒の異年齢集団活動と自然体験活動の普及やレクリエーション指導
等を図ることを目的としたレクリーダー事業を再開する。

R 7年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

青少年に体験活動機会を提供することは重要であるため
、現状のまま事業を継続するが、その実施方法や手段に
ついては、社会状況等に合わせて変化させていく必要が
ある。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

青少年体験活動運営事業

- 3 -

R 5年度 R 6年度R 5年度 R 6年度

1 01 50 30 10 1532000 青少年体験活動運営費 939,000 466,551 572,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 939,000 466,551 572,000



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑
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☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和6年9月

令和 5年度

青少年問題協議会運営事業 30530400

青少年の指導・育成・保護・矯正に関する総合的な施策の調査・審議・実施

6 青少年の健全育成

53 青少年健全育成活動の推進

その他の事務事業 昭和31年度 ～

子ども家庭部 児童青少年課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

地方青少年問題協議会法、府中市青少年問題協議会条例

該当なし 該当なし

市長、府中市議会の議員、学識経験を有する者、関係行政庁の職員、府中市の職員

青少年の指導・育成・保護・矯正に関する総合的な施策の調査・審議・実施及び必要な関係機関との連携を図る。

青少年の指導・育成・保護・矯正に関する総合的な施策の樹立に当たり、関係機関との連携調整を図るため、市議会議員、学識経験者、関係行
政庁職員、市職員の3人で構成する青少年問題協議会を設置しており、必要に応じて開催する協議会の運営を行う。

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①
※数値の比較や推移で評価
することがなじまないため
指標の設定は行わない

-

-

- - - - -

- - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 2

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

488,000 488,000 484,000 479,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

488,000 488,000 484,000 479,000 0 0

488,000 488,000 485,000 0 0 0

196,147 327,956 361,459 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

196,147 327,956 361,459 0 0 0

40.2% 67.2% 74.5% 0.0% 0.0% 0.0%

0.50 0.55 0.55

3,917,404 4,443,354 4,388,445

0 0 0

0 0 0

5,822 7,202 4,569

4,119,373 4,778,512 4,754,473 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

青少年問題協議会運営事業

- 2 -

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） B　現状のまま継続

▽第1回会議を令和4年7月14日に、第2回会議を令和5年2月14日に開催。
▽青少年の健全育成に関する情報を収集・分析し、令和5年度府中市青少年健
全育成基本方針を策定した。

▽予定どおり、年度内に2回の会議を開催し、関係機関選出の委員の出席のも
と、青少年を取り巻く環境、また青少年の状況について情報を共有・分析する
ことができ、本市の青少年関連事業の中心となる青少年健全育成基本方針を策
定することができた。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

▽年度中2回の協議会の開催
▽府中市青少年健全育成基本方針の策定

▽関係機関と情報共有を図り、SNSの利用やヤングケアラーに係る問題など、
青少年を取り巻く環境の変化等に応じた青少年健全育成基本方針を策定する。

R 5年度実績（Do） R 5年度評価（Check） B　現状のまま継続

▽第1回会議を令和5年7月13日に、第2回会議を令和6年2月13日に開催した。
▽青少年の健全育成に関する情報を収集・分析し、令和6年度府中市青少年健
全育成基本方針を策定した。

▽年度内に2回の会議を開催し、関係機関選出の委員の出席のもと、青少年を
取り巻く環境、また青少年の状況について情報を共有・分析することができ、
本市の青少年関連事業の中心となる青少年健全育成基本方針を策定することが
できた。

□ □ □ R 5年度評価に基づく見直し（Action）

R 6年度の具体的な取組（Plan） R 6年度の方向性（Plan）

▽年度中2回の協議会の開催
▽府中市青少年健全育成基本方針の策定

▽関係機関と情報共有を図り、青少年を取り巻く環境の変化等に応じた青少年
健全育成基本方針を策定する。

R 7年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

青少年を取り巻く環境の変化に対応するため、関係機関
相互の連携・調整を図り、青少年の指導・育成・保護・
矯正に関する総合的な施策を協議・検討していくことは
必須であるため、現状のまま事業を継続していく。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

青少年問題協議会運営事業

- 3 -

R 5年度 R 6年度R 5年度 R 6年度

1 01 15 10 20 0605100 青少年問題協議会運営費 484,000 361,459 479,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 484,000 361,459 479,000



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑
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☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和6年9月

令和 5年度

青少年健全育成事業 30530500

青少年健全育成の環境づくり

6 青少年の健全育成

53 青少年健全育成活動の推進

主要な事務事業  ～

子ども家庭部 児童青少年課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

なし

該当なし 該当なし

市内在住・在学の概ね18歳までの青少年

青少年が健全に育成される望ましい社会の環境整備を図る。

▽青少年対策地区委員会や学校関係機関と連携し、各地域での環境浄化活動や育成事業等の実施
▽地域と連携し、緊急避難の家や青少年健全育成協力店指定制度の実施
▽市内の学校が参加する青少年健全育成交流事業や「標語コンクール」の実施
▽毎月第4土曜日を「家庭の日」と定め、親子の絆を深めるための体験型の講座として家庭の日事業の実施

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①青少年健全育成協力店の拡
充

142

件

145 150 155 160 160

147 148 - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □

1件の新規加入があり、概ね現状維持となっている。

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

7,444,000 6,470,000 6,337,000 6,346,000 0 0

0 0 0 0 0 0

241,000 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

7,000 0 0 0 0 0

7,196,000 6,470,000 6,337,000 6,346,000 0 0

7,360,000 6,463,000 6,336,000 0 0 0

3,459,299 3,636,797 4,960,203 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

3,459,299 3,636,797 4,960,203 0 0 0

47.0% 56.3% 78.3% 0.0% 0.0% 0.0%

0.80 0.80 0.80

6,267,846 6,463,060 6,383,193

0 0 0

0 0 0

9,316 10,476 6,646

9,736,461 10,110,333 11,350,042 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

青少年健全育成事業

- 2 -

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） B　現状のまま継続

▽青少年対策地区委員会事業　参加人数　12,845人
▽家庭の日事業　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止
▽けやきち通信　1回発行
▽協力店　147店舗　子ども緊急避難の家 　1,626件
▽青少年健全育成標語コンクール応募件数　8,707件

▽新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、青少年対策地区委員会の各種事
業を中止又は縮小して実施した。
▽青少年健全育成協力店や子ども緊急避難の家に協力してもらうことで、青少
年にとって健全な環境整備に取り組んだ。
▽SNS利用に関する啓発物品を作成し、青少年対策地区委員会の活動等で配布
した。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

▽青少年対策地区委員会事業の委託
▽けやきち通信発行などの広報啓発活動
▽健全育成協力店や子ども緊急避難の家の登録促進
▽青少年健全育成標語コンクールの実施
▽青少年健全育成交流事業に係る検討及び各地区との協議

▽適切なSNS・インターネット利用を周知し、青少年のいじめトラブル防止・
犯罪被害対策を推進する。
▽青少年が健全に育成される社会環境を整備するため、家庭・学校・警察・地
域が連携し、子どもたちの育成活動や環境浄化活動などを実施する。

R 5年度実績（Do） R 5年度評価（Check） B　現状のまま継続

▽青少年対策地区委員会事業実施回数　384回
▽けやきち通信　1回発行
▽青少年健全育成協力店登録件数　148店舗　
▽子ども緊急避難の家登録件数　　1,576件
▽青少年健全育成標語コンクール応募件数　7,200件

▽子ども緊急避難の家事業を実施し、個人宅や店舗等に登録を促した。
▽青少年健全育成協力店指定制度を実施し、事業者が青少年健全育成を阻害す
る環境に対して自主的な改善措置を講ずる取組を推進した。
▽地域における青少年健全育成活動を推進するため、青少年対策地区委員会に
よる、環境浄化・非行防止・育成・啓発活動を実施した。

□ □ □ R 5年度評価に基づく見直し（Action）

R 6年度の具体的な取組（Plan） R 6年度の方向性（Plan）

▽青少年対策地区委員会事業の委託
▽けやきち通信発行などの広報啓発活動
▽健全育成協力店や子ども緊急避難の家の登録促進
▽青少年健全育成標語コンクールの実施

▽子ども緊急避難の家、青少年健全育成協力店ともに広く認知されるよう広報
活動を推進し市民の協力を得ながら、青少年の健全育成及び取り巻く環境の浄
化に注力する。

R 7年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

青少年健全育成基本方針に基づく体系的な事業の実施は
必要であることから、基本的には現状のまま継続し、社
会環境の変化に合わせ、必要に応じて事業内容の見直し
等を進める。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

青少年健全育成事業

- 3 -

R 5年度 R 6年度R 5年度 R 6年度

1 01 15 10 20 0607000 青少年健全育成事業費 6,237,000 4,941,659 6,227,000

2 01 15 10 20 0619000 補助金　青少年対策地区活動推進費 100,000 18,544 119,000

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 6,337,000 4,960,203 6,346,000



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑
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☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和6年9月

令和 5年度

青少年総合相談運営事業 30530600

子ども・若者育成支援に関する相談

6 青少年の健全育成

53 青少年健全育成活動の推進

主要な事務事業 平成23年度 ～

子ども家庭部 児童青少年課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

子ども・若者育成支援推進法（平成21年7月）

該当なし 該当なし

市内に在住・在勤・在学する18歳から29歳までの方またはその親族、関係者の方

総合的な子ども・若者育成支援を行い、子ども・若者が社会生活を円滑に営むことができるように支援する。
多様化する若者の課題の把握及び必要な支援への連携を深める。

スマートフォンのアプリ等を活用し、青少年等の悩みに応じて適切な相談窓口を紹介するとともに、職業・就職、家庭問題、対人関係、心身発
達など青年に係る問題や悩みについて青年自身やその保護者等からの相談を受付け、関係機関への支援に繋げる。

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①
※数値の比較や推移で評価
することがなじまないため
指標の設定は行わない

-

-

- - - - -

- - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

2,669,000 2,293,000 5,624,000 5,686,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 3,443,000 3,475,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

2,669,000 2,293,000 2,181,000 2,211,000 0 0

2,669,000 7,166,000 5,624,000 0 0 0

2,603,217 7,161,121 5,621,740 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 4,872,651 3,470,500 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

2,603,217 2,288,470 2,151,240 0 0 0

97.5% 99.9% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0.60 0.30 0.30

4,700,884 2,423,648 2,393,697

0 0 0

0 0 0

6,987 3,928 2,492

7,311,088 9,588,697 8,017,929 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

青少年総合相談運営事業

- 2 -

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） B　現状のまま継続

▽青年総合相談事業
・電話相談　　　15件
・メール相談　　3件
・面接相談　　　10件
▽青少年向けの相談機関を適切に案内するため、LINEのチャットボット機能を
用いて相談窓口を案内する事業を開始した。
▽対象年齢の拡大（下限年齢を18歳から小学1年生へ引下げ）及び相談日数の
追加（週2日を3日に拡大）
▽思春期オンライン相談事業の開始
・相談人数　　2件

▽東京都の補助金を活用し、従来の青年総合相談事業の対象年齢及び相談日数
の拡大を図ったほか、子どもやその保護者がスマートフォン等を使用して直接
、小児科医や産婦人科医等に相談することができる「思春期オンライン相談」
を開始し、相談環境の充実を図った。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

▽青少年総合相談事業の実施
・電話及びメールによる相談、必要に応じて面接相談
▽思春期オンライン相談事業の実施
・オンラインによる相談、希望者にはチャットや電話による相談

▽悩みを抱える子ども等が、相談したいときに本事業を活用できるよう、事業
の周知を進める。

R 5年度実績（Do） R 5年度評価（Check） B　現状のまま継続

▽青少年総合相談事業　
電話相談　　　　　34件
メール相談　　　　8件
面接相談　　　　　34件
▽思春期オンライン相談事業
相談件数　　　　　30件

▽一部東京都の補助金を活用し、青少年の抱える悩みに関する本人又はその親
族等からの相談に応じ、関係機関の紹介や助言を行う青少年総合相談事業を実
施した。
▽東京都の補助金を活用し、小中学生やその保護者を対象に、子ども自身の心
や体、交友関係等に起因する不安や悩みなどについて、スマートフォン等の通
信機器を通じて気軽に相談できる環境の整備を図り、小児科医等と直接相談が
できる思春期オンライン相談事業を実施した。　　

□ □ □ R 5年度評価に基づく見直し（Action）

R 6年度の具体的な取組（Plan） R 6年度の方向性（Plan）

▽青少年総合相談事業の実施
・電話及びメールによる相談、必要に応じて面接相談
▽思春期オンライン相談事業の実施
・オンラインによる相談、希望者にはチャットや電話による相談

▽広報の特集記事への掲載や、市内小中学校を通して児童・生徒に直接チラシ
を配布するなど、悩み等を抱える青少年が早期に必要な支援につながるよう更
なる周知を図る。

R 7年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

社会環境の変化等により、青少年の悩みは今後も増加、
多様化することが予想される。青少年やその保護者等が
相談しやすい体制づくりとして、本事業を継続する。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

青少年総合相談運営事業

- 3 -

R 5年度 R 6年度R 5年度 R 6年度

1 01 15 10 20 0609000 青少年総合相談運営費 5,624,000 5,621,740 5,686,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 5,624,000 5,621,740 5,686,000



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

３　成果（参考情報）　現状分析 321

☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和6年9月

令和 5年度

青少年インターネット利用啓発事業 30530700

青少年のインターネット利用に係る啓発事業の実施

6 青少年の健全育成

53 青少年健全育成活動の推進

主要な事務事業 令和 4年度 ～

子ども家庭部 児童青少年課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

青少年が安全に安心してインタ-ネットを利用できる環境の整備等に関する法律

該当なし 該当なし

青少年及びその保護者等

青少年が、自らインターネットに起因するトラブル、犯罪等の被害を予防し、インターネットに依存すること
なく適切に利用する方法を習得させ、インターネットリテラシーの向上を図る。

青少年のインターネット利用状況調査を実施し、現状を把握し、青少年等が知りたいインターネットに関する問題の解決方法を伝える動画講座
を作成するとともに、インターネットに依存せずに適切に利用するための専門家による講演会等を実施する。

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①インタ-ネット利用啓発動
画の延べ視聴回数

-

回

300 300 300 300 300

1,686 489 - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □

令和4年度と比較して視聴回数は減少したが、計画値は上回る結果となった。

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

0 1,142,000 950,000 836,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 1,142,000 950,000 836,000 0 0

0 1,142,000 950,000 0 0 0

0 1,121,098 939,840 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 1,121,098 939,840 0 0 0

0.0% 98.2% 98.9% 0.0% 0.0% 0.0%

0.00 0.30 0.30

0 2,423,648 2,393,697

0 0 0

0 0 0

0 3,928 2,492

0 3,548,674 3,336,029 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

青少年インターネット利用啓発事業

- 2 -

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check）

▽青少年インターネット利用状況調査を実施し、調査報告書を作成。
▽青少年インターネット利用動画を計6本作成。
▽青少年インターネット等依存予防講演会を計3回、また、研修会を1回開催。

▽市立小中学校の協力のもと、青少年のインターネット利用に係る調査を実施
し、市内の青少年のインターネット利用状況を把握することができた。
▽インターネット依存等を解説する動画を専門家監修のもと作成し、Youtube
で公開したことで、青少年や保護者にとって親しみやすい手段で啓発活動を行
うことができた。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

▽青少年インターネット等依存予防講演会及び研修会の開催 ▽令和4年度に実施した調査の結果をもとに、青少年インターネット等依存予
防講演会及び研修会を開催。

R 5年度実績（Do） R 5年度評価（Check） B　現状のまま継続

▽講演会
　令和5年9月26日　　府中第四中学校　保護者を対象に実施
　令和5年10月26日 　武蔵台小学校ＰＴＡ　保護者を対象に実施
　令和5年12月21日 　府中第九小学校　小学4年生を対象に実施
　令和6年2月13日　　青少年問題協議会にて実施
▽研修会
　令和5年11月22日　本宿小学校　教員向けに実施
　令和5年12月14日　生活指導主任会　教員向けに実施

▽青少年がインターネットへの依存状態とならないために，青少年，保護者，
教員等に向けて，心理学やカウンセリングの知見に基づき，予防方法や家庭で
の関わり方，学校での介入のあり方などについて講演会・研修会を全６回企画
・実施した。

□ □ □ R 5年度評価に基づく見直し（Action）

R 6年度の具体的な取組（Plan） R 6年度の方向性（Plan）

▽青少年インターネット等依存予防講演会及び研修会の開催 ▽中学生が陥りやすい傾向があるゲーム依存やSNSトラブルなどの講演会の実
施要望が多いことから、令和6年度については府中市立中学校を対象として実
施する。

R 7年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

急速なスマートフォンの普及、新たなコンテンツ・サー
ビスの出現、教育の情報化等に伴い、子供・若者が過ご
す「場」としての情報通信環境の存在感は格段に大きく
なっている中で、インターネット利用の利点を拡大し、
弊害を縮小していくことが求められていることから、引
き続き継続していく。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

青少年インターネット利用啓発事業

- 3 -

R 5年度 R 6年度R 5年度 R 6年度

1 01 15 10 20 0609100 青少年インターネット利用啓発事業費 950,000 939,840 836,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 950,000 939,840 836,000


